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○福島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 

令和六年三月二十六日 

福島県規則第四十四号 

福島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則をここに公布する。 

福島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 

福島県宅地造成等規制法施行細則（昭和四十四年福島県規則第二十一号）の全部を改正す

る。 

目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 宅地造成等工事規制区域内における規制（第七条―第二十条） 

第三章 特定盛土等規制区域内における規制（第二十一条―第三十四条） 

第四章 雑則（第三十五条） 

附則 

第一章 総則 

（趣旨） 

第一条 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和三十六年法律第百九十一号。以下「法」とい

う。）の施行に関しては、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和三十七年政令第十

六号。以下「政令」という。）及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和三十七

年建設省令第三号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、この規則に定めるとこ

ろによる。 

（用語の定義） 

第二条 この規則において使用する用語は、法及び政令において使用する用語の例による。 

（土地への立入りの通知） 

第三条 法第五条第二項の規定による土地の占有者に対する通知は、土地立入り通知書（第

一号様式）により行うものとする。 

（障害物の伐除等の通知） 

第四条 法第六条第二項の規定による土地又は障害物の所有者及び占有者に対する通知は、

障害物伐除等通知書（第二号様式）により行うものとする。 

（障害物の伐除の通知） 

第五条 法第六条第三項後段の規定による障害物の所有者及び占有者に対する通知は、障害

物伐除通知書（第三号様式）により行うものとする。 
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（証明書等の様式） 

第六条 法第七条第一項（法第二十四条第二項又は法第四十三条第二項において準用する場

合を含む。）及び第二項に規定する証明書の様式は、第四号様式とする。 

２ 法第七条第二項に規定する許可証の様式は、第五号様式とする。 

第二章 宅地造成等工事規制区域内における規制 

（宅地造成等に関する工事の許可申請の手続） 

第七条 宅地造成等に関する工事について、法第十二条第一項本文の規定による許可を受け

ようとする工事主は、当該許可に係る宅地造成等に関する工事の施行区域を工区に分けた

ときは、省令第七条第一項第一号の表又は第二項第一号の表に掲げる図面に当該工区の位

置、区域及び規模を明示しなければならない。 

（資力、信用等を証する書類） 

第八条 省令第七条第一項第十二号及び第二項第十号に規定する規則で定める書類は、次に

掲げるものとする。 

一 工事主の預金残高証明書 

二 工事主の資金借入又は融資証明書 

三 工事主が工事によって造成した土地を他へ譲渡することを業とする者である場合に

あっては、宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第三条第一項の規定に

よる免許を受けていることを証する書類 

四 工事主が個人の場合にあっては、最近三年間の所得税の納税証明書 

五 工事主が法人の場合にあっては、最近三年間の貸借対照表、損益計算書、株主（社員）

資本等変動計算書、個別注記表、法人税の納税証明書及び事業経歴書 

六 工事主が法人の場合にあっては、発行済株式総数の百分の五以上の額に相当する出資

をしている者の住民票又は個人番号カードの写し 

七 工事主が法人の場合にあっては、前号の株主の有する株式の数又は出資の金額が確認

できる書類 

八 工事施行者の登記事項証明書、事業経歴書及び工事施行者が建設業法（昭和二十四年

法律第百号）第三条第一項の許可を受けていることを証する書類（工事の難易度が高い

場合に限る。） 

九 その他知事が必要と認める書類 

（宅地造成等に関する工事の着手届） 

第九条 宅地造成等に関する工事について、法第十二条第一項本文の規定による許可を受け
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た工事主は、当該工事に着手したときは、速やかに宅地造成等に関する工事着手届（第六

号様式）を知事に提出しなければならない。 

（技術的基準の付加） 

第十条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事については、盛土又は切土をした後の地盤に

崩壊が生じないよう、知事が別に定める技術的基準により、小段の設置その他適切な措置

を講じなければならない。 

（宅地造成等に関する工事の協議） 

第十一条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十五条第一項の規定により

知事との協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（第七

号様式）の正本及び副本に省令第七条第一項各号に規定する書類を添付して知事に提出し

なければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第十五条第一項の規定により知事との協議を行お

うとする者は、土石の堆積に関する工事の協議書（第八号様式）の正本及び副本に省令第

七条第二項各号に規定する書類を添付して知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、法第十五条第一項の規定による協議が成立したときは、当該協議をした者に対

し第一項又は前項の協議書の副本に所要事項を記載したうえその旨を通知する。 

４ 第九条及び第十六条の規定は、法第十五条第一項の規定による協議が成立した宅地造成

等に関する工事について準用する。 

（宅地造成等に関する工事の変更許可） 

第十二条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十六条第一項の規定による

許可を受けようとする工事主は、省令第三十七条第一項に規定する書類のほか、当該変更

に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第十六条第一項の規定による許可を受けようとす

る工事主は、省令第三十七条第二項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を

対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

（宅地造成等に関する工事の軽微な変更の届出） 

第十三条 宅地造成等に関する工事について、法第十六条第二項の規定による知事への届出

を行おうとする工事主は、宅地造成等に関する工事の変更届出書（第九号様式）を知事に

提出しなければならない。 

（宅地造成等に関する工事の変更協議） 

第十四条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十五条第一項の規定による
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協議が成立した者で、法第十六条第三項で準用する法第十五条第一項の規定による変更の

協議を行おうとするものは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議書（第十号

様式）に、省令第三十七条第一項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対

照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第十五条第一項の規定による協議が成立した者で、

法第十六条第三項で準用する法第十五条第一項の規定による変更の協議を行おうとする

ものは、土石の堆積に関する工事の変更協議書（第十一号様式）に、省令第三十七条第二

項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、知事に

提出しなければならない。 

（宅地造成等に関する届出工事の変更届出） 

第十五条 法第二十一条第一項又は第三項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係

る事項を変更しようとするときは、届出工事の変更届出書（第十二号様式）に当該変更に

係る事項の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

（宅地造成等に関する工事の中止・廃止・再開の届出） 

第十六条 宅地造成等に関する工事について、法第十二条第一項本文の規定による許可を受

けた工事主又は法第二十一条第一項若しくは第三項の規定による届出をした工事主は、当

該工事を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は中止した工事を再開しようとする

ときは、速やかに宅地造成等工事中止・廃止・再開届出書（第十三号様式）を知事に提出

しなければならない。 

（宅地造成又は特定盛土等に関する工事の完了検査の手続） 

第十七条 法第十七条第一項の規定による工事完了の検査及び同条第二項の規定による検

査済証の交付は、法第十二条第一項本文の規定による許可を工区に分けて行ったときは、

当該工区ごとに行わなければならない。 

（宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査の手続） 

第十八条 法第十八条第一項の規定による中間検査及び同条第二項の規定による中間検査

合格証の交付は、法第十二条第一項本文の規定による許可を工区に分けて行ったときは、

当該工区ごとに行わなければならない。 

（宅地造成等に関する工事の定期の報告） 

第十九条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十九条第一項の規定による

報告をしようとする工事主は、当該工事が完了するまでの間、宅地造成又は特定盛土等に

関する工事の定期報告書（第十四号様式）に、省令第四十八条第一項に規定する書類を添
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付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第十九条第一項の規定による報告をしようとする

工事主は、当該工事が完了するまでの間、土石の堆積に関する工事の定期報告書（第十五

号様式）に、省令第四十八条第二項に規定する書類を添付して、知事に提出しなければな

らない。 

（宅地造成等に関する届出工事の完了届） 

第二十条 法第二十一条第一項又は第三項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係

る工事を完了したときは、届出工事の完了届（第十六号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

第三章 特定盛土等規制区域内における規制 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可申請の手続） 

第二十一条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第三十条第一項本文の規

定による許可を受けようとする工事主は、当該許可に係る特定盛土等又は土石の堆積に関

する工事の施行区域を工区に分けたときは、省令第六十三条第一項又は第二項の規定によ

り添付しなければならない図面に当該工区の位置、区域及び規模を明示しなければならな

い。 

（資力、信用等を証する書類） 

第二十二条 省令第六十三条第一項第二号及び第二項第二号に規定する規則で定める書類

は、第八条第一号から第九号までに掲げる書類とする。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の着手届） 

第二十三条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第三十条第一項本文の規

定による許可を受けた工事主又は法第二十七条第一項本文の規定による届出をした工事

主は、当該工事に着手したときは、速やかに宅地造成等に関する工事着手届（第六号様式）

を知事に提出しなければならない。 

（技術的基準の付加） 

第二十四条 特定盛土等に関する工事については、盛土又は切土をした後の地盤に崩壊が生

じないよう、知事が別に定める技術的基準により、小段の設置その他適切な措置を講じな

ければならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の協議） 

第二十五条 特定盛土等に関する工事について、法第三十四条第一項の規定により知事との

協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（第七号様式）
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の正本及び副本に省令第六十三条第一項各号に規定する書類を添付して知事に提出しな

ければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第三十四条第一項の規定により知事との協議を行

おうとする者は、土石の堆積に関する工事の協議書（第八号様式）の正本及び副本に省令

第六十三条第二項各号に規定する書類を添付して知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、法第三十四条第一項の規定による協議が成立したときは、当該協議をした者に

対し第一項又は前項の協議書の副本に所要事項を記載したうえその旨を通知する。 

４ 第二十三条及び第三十条の規定は、法第三十四条第一項の規定による協議が成立した特

定盛土等又は土石の堆積に関する工事について準用する。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更許可） 

第二十六条 特定盛土等に関する工事について、法第三十五条第一項の規定による許可を受

けようとする工事主は、省令第六十七条第一項に規定する書類のほか、当該変更に係る事

項の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第三十五条第一項の規定による許可を受けようと

する工事主は、省令第六十七条第二項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧

を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の軽微な変更の届出） 

第二十七条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第三十五条第二項の規定

による知事への届出を行おうとする工事主は、宅地造成等に関する工事の変更届出書（第

九号様式）を知事に提出しなければならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更協議） 

第二十八条 特定盛土等に関する工事について、法第三十四条第一項の規定による協議が成

立した者で、法第三十五条第三項で準用する法第三十四条第一項の規定による変更の協議

を行おうとするものは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議書（第十号様式）

に、省令第六十七条第一項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した

図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第三十四条第一項の規定による協議が成立した者

で、法第三十五条第三項で準用する法第三十四条第一項の規定による変更の協議を行おう

とするものは、土石の堆積に関する工事の変更協議書（第十一号様式）に、省令第六十七

条第二項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、

知事に提出しなければならない。 
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（特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の変更届出） 

第二十九条 特定盛土等に関する工事について、法第二十八条第一項の規定による知事への

届出を行おうとする工事主は、省令第六十一条第一項に規定する書類のほか、当該変更に

係る事項の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第二十八条第一項の規定による知事への届出を行

おうとする工事主は、省令第六十一条第二項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項

の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

３ 法第四十条第一項又は第三項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係る事項を

変更しようとするときは、届出工事の変更届出書（第十二号様式）に当該変更に係る事項

の新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の中止・廃止・再開の届出） 

第三十条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第三十条第一項本文の規定

による許可を受けた工事主又は法第二十七条第一項、第四十条第一項若しくは第三項の規

定による届出をした工事主は、当該工事を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は

中止した工事を再開しようとするときは、速やかに宅地造成等工事中止・廃止・再開届出

書（第十三号様式）を知事に提出しなければならない。 

（特定盛土等に関する工事の完了検査の手続） 

第三十一条 法第三十六条第一項の規定による工事完了の検査及び同条第二項の規定によ

る検査済証の交付は、法第三十条第一項本文の規定による許可を工区に分けて行ったとき

は、当該工区ごとに行わなければならない。 

（特定盛土等に関する工事の中間検査の手続） 

第三十二条 法第三十七条第一項の規定による中間検査及び同条第二項の規定による中間

検査合格証の交付は、法第三十条第一項本文の規定による許可を工区に分けて行ったとき

は、当該工区ごとに行わなければならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の定期の報告） 

第三十三条 特定盛土等に関する工事について、法第三十八条第一項の規定による報告をし

ようとする工事主は、当該工事が完了するまでの間、宅地造成又は特定盛土等に関する工

事の定期報告書（第十四号様式）に、省令第七十八条第一項に規定する書類を添付して、

知事に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第三十八条第一項の規定による報告をしようとす

る工事主は、当該工事が完了するまでの間、土石の堆積に関する工事の定期報告書（第十
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五号様式）に、省令第七十八条第二項に規定する書類を添付して、知事に提出しなければ

ならない。 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の完了届） 

第三十四条 法第二十七条第一項又は第四十条第一項若しくは第三項の規定による届出を

した工事主は、当該届出に係る工事を完了したときは、届出工事の完了届（第十六号様式）

を知事に提出しなければならない。 

第四章 雑則 

（令六規則七一・追加） 

（法の規定に適合していることを証する書面の交付） 

第三十五条 省令第八十八条に規定する書面の交付を受けようとする者は、宅地造成及び特

定盛土等規制法施行規則第八十八条の規定に基づく証明書交付申請書（第十七号様式）を

知事に提出しなければならない。 

（令六規則七一・追加） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（令和六年規則第七一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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第１号様式（第３条関係） 

第２号様式（第４条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

第４号様式（第６条関係） 

第５号様式（第６条関係） 

第６号様式（第９条、第23条関係） 

第７号様式（第11条、第25条関係） 

第８号様式（第11条、第25条関係） 

第９号様式（第13条、第27条関係） 

第10号様式（第14条、第28条関係） 

第11号様式（第14条、第28条関係） 

第12号様式（第15条、第29条関係） 

第13号様式（第16条、第30条関係） 

第14号様式（第19条、第33条関係） 

第15号様式（第19条、第33条関係） 

第16号様式（第20条、第34条関係） 

第17号様式（第35条関係） 

（令６規則71・追加） 

 


